
















とが多く､ 中小企業の取り組みが紹介されることは少ない｡ しかし､ 日本では､ 総務省実施の
平成18年事業所・企業統計調査で､ 中小企業は､ 我が国421万企業のうち997％を､ 従業者数・
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にあること､ 環境問題への取り組みで成果を出すためには､ 業務量の増加､ コストの増加､ 人手の不
足となり､ さらに経営・企業活動の自由度が低下する傾向にあることがわかった｡ つまり､ 環境問題









環境経営の定義とは､ 研究者によって異なっている｡ まずは､ 『環境白書 平成14年度版』
では ｢地球環境への負荷を削減して社会に貢献するとともに､ 環境を新たな競争力の源泉とと
らえ､ 効率的に企業活動を行うこと｡ 環境保全への自主的取組を経営戦略の一要素とし､ 環境
に関する経営方針の制定､ 環境マネジメントシステムの構築やグリーン購入､ リサイクルの促
進､ 環境報告書・環境会計の公表などを行う｡｣ としている｡
國部 (2007) によれば､ ｢環境経営とは､ 経営活動の隅々にまで環境の視点を浸透させた経
営｣ と定義し､ あくまでも工場や事業所での環境保全活動の管理を意味する環境管理や環境マ
ネジメントとは､ 明確に異なる概念であるとしている｡ 具体的には､ 環境保全活動だけでなく､
生産､ 調達､ 販売､ 財務などの経営のあらゆる場面で環境に配慮する経営を意味するものであ
るとしている｡
また､ 座間 (2008) は､ ｢環境理念や環境検証を組織に位置づけ､ 企業活動に環境配慮を組
み込み､ 環境性と経済性を向上させるために､ コンプライアンスに加えて､ 自主的に活動して
いること｣ としている｡
多くの定義に共通している点は､ 環境経営が環境保全活動にとどまらず､ 企業活動全体に及
ぶ活動である点である｡ もちろん定義により､ 企業活動全体に及ぶ活動の ｢範囲｣ は異なって
いる｡ 環境経営を考える場合､ もう一つの重要な視点は環境問題への取り組みを実施した場合
に生じることが予想される､ 環境性と経済性の両立に関してはどのように考えているかという
点である｡ 國部 (2007) は､ 環境への配慮は企業にとってコスト増になり､ 必ずしも利益の追





の取り組みを行い､ その結果､ どのようなメリットやデメリットがあるのか､ さらにメリット
とデメリットの両者はどういった関係にあるのかを明らかにしたい｡ また中小企業といっても
企業規模により､ 取り組みに差があることが予想される｡ 企業規模の大小により､ 環境問題へ




























る｡ 本稿では､ まず､ 環境問題の取り組みのうち､ 企業規模の大小にかかわらず多くの企業が
取り組んでいると予想される ｢省エネルギー対策｣ を中心に検討をおこなう｡
まず､ 企業が ｢日常業務において環境・省エネルギーを意識して行動しているか｣ という質
問をおこなった｡ 企業規模が小さくなるほど､ 意識している割合が減少している傾向がある｡






















合 計 273 100
環境問題の中で最も取り組みやすいと予想される､ 省エネルギーを中心にした具体的な取り
組みについては､ どうであろうか｡
ここでは､ 図表を省略するが､ ｢空調機器の設定温度の見直し｣､ ｢こまめな消灯｣､ ｢クール
ビズ､ ウォームビズの実施｣､ ｢白熱電球の蛍光灯への付け替え｣､ ｢公共交通機関の利用促進｣
の項目は､ 上記の企業規模別で違いはほとんど見られなかった｡ しかし､ 省エネルギーを中心
にした取り組みの中でもコスト増になることが予想される取り組み ｢グリーン購入｣､ ｢省エネ
設備・機械への買い替え｣､ ｢環境にやさしい燃料転換｣ に関しては､ 企業規模で取り組みに違










※本調査の質問紙では､ ｢必要性を感じない｣､ ｢わが社は対象外である｣ という回答項目が
ある｡ ｢環境方針または環境に関連する経営方針の策定｣ は､ 企業規模に関係なく､ 策定
は可能であると考えられる｡ ここではあくまでも ｢回答者｣ 自身が ｢わが社は対象外であ
















また､ 先に述べたように環境経営は環境保全活動だけでなく､ 生産､ 調達､ 販売､ 財務など
の経営のあらゆる場面で環境に配慮する経営をさしている｡ では､ ステークホルダーである子








る｡ また､ 上記の結果から､ 中小企業でも環境問題の取り組みや環境経営がなされていること
がわかる｡
中小企業の環境問題への取り組みは､ 具体的にどのような成果を出しているのであろうか｡
その点については､ 図表８であるが､ 一定の成果を出していることがわかる｡ 多くの中小企業
で環境問題への取り組みのメリットを実感しており､ 項目としてはコスト削減､ 法規の遵守､
企業イメージの向上が上位である｡ 環境問題への取り組みは､ コスト削減､ さらに企業経営上
必須である法令の遵守といった項目だけなく､ 企業イメージの向上や従業員の労働意欲の向上
などの側面でも効果を実感しているという結果が得られた｡
企業価値を考える場合に､ 足立 (2009) は企業価値には２つの側面があるとして､ ひとつは
｢現実的企業価値概念としての株主価値｣ であるとし､ もう一つは ｢規範的企業価値概念とし





















この問題について､ 遠藤 (2009) は､ 大企業と違い経営資源の乏しい中小企業は､ 義務感や
社会的責任の達成のみのために環境経営に踏み切ることは少なく､ 環境経営の導入には費用の
負担があるため､ 取引先からの要請などの外的な圧力がきっかけとなるケースが多いと指摘し





デメリットを独立変数､ メリットを従属変数として､ 各質問項目で平均を計算した｡ 環境問
題の取り組みのメリットについての各質問項目で､ 変化・効果なし＝１ 少しあり＝２ ある
程度あり＝３ 大きな変化・効果あり＝４ として､ デメリットを独立変数､ メリットを従属
変数として平均を計算した｡
｢業務量が増加｣ したかという質問で､ ｢あてはまる｣ と回答した企業・事業所は､ ｢企業イ
メージの向上｣ や ｢法規の遵守｣ などの質問項目で高い平均となっている｡ つまり､ 環境問題
の取り組みの結果として ｢企業イメージは向上｣ しているが､ それと同時にコストも増加して
いる傾向があるということである｡




















もう一つは､ 環境問題への取り組みや環境経営の取り組みは､ 先に述べた足立 (2009) の指
摘する ｢規範的企業価値概念としてのステークホルダー価値｣ を上げている点である｡ 企業イ
メージの向上､ 社会からの信頼の獲得などの項目で高得点となっており､ 取り組みの成果とし










ない傾向にあること､ 環境問題への取り組みで成果を出すためには､ 業務量の増加､ コストの
増加､ 人手の不足が生じ､ さらに経営・企業活動の自由度の低下する傾向があることがわかっ





本稿の分析では企業規模別を問題にした｡ しかし､ 業種別､ たとえば製造業とそれ以外の業
種などによっても､ 環境問題や環境経営の取り組みの実態に大きな違いがあることが予想され
る｡ そういった側面からの研究も今後の課題としたい｡
※本稿は神戸山手学園 神戸山手大学 (2010) ｢企業の環境問題への取り組みに関する調査｣
の再分析である｡
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